
   

1 

 

平成２６年度予算編成方針 

 

日本経済と国の動向 

 わが国の経済は、大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起する

成長戦略という三本の矢の効果により、景気は拡張局面の比較的初期の段階に

あるとみられている。このような中、内閣府が発表した９月の月例経済報告に

よると、「景気は緩やかに回復しつつある。」としている。また、先行きについ

ては、「輸出が持ち直し、各種政策の効果が発現するなかで、家計所得や投資の

増加傾向が続き、景気回復の動きが確かなものとなることが期待される。」とす

る一方、「海外景気の下振れが、引き続き我が国の景気を下押しするリスクとな

っている。」と経済の基調判断を行っている。 

 こうした景気の回復傾向を受けて、来年４月からの社会保障と税の一体改革

に基づく消費税率の引き上げが決定したところである。これにより景気が腰折

れするのではないかとの懸念が取り沙汰される中、景気の落ち込みを避けるた

め、追加の経済対策が表明されたことによる新たな補助制度や社会保障制度改

革など、今後の国の動向に十分留意する必要がある。 

 

本市の財政状況 

 本市の平成２４年度一般会計決算では、歳入の根幹をなす市税が１３５億９，

６１４万９千円、対前年度比１億８，００７万８千円、１．３％の増加となっ

た。このうち、市民税は７１億５，０３７万円で、対前年度比３億６３万７千

円、４．４％増加したが、これは個人市民税における年少扶養控除の廃止など

による影響が主なものであり、景気回復によるものとは言い難い。また、法人

市民税は７億８，４６０万４千円で、２，７５３万７千円、３．４％の減少と

なるなど、消費税率の引き上げを来年度に控えて景気の回復傾向への影響が懸

念される。さらに、国の平成２６年度予算の概算要求基準では、施策の優先順

位を洗い直し、無駄を徹底して排除しつつ、予算の中身を大胆に重点化すると

していることから、本市への影響について注視する必要がある。 

 平成２４年度と平成１９年度の一般会計決算を比較すると、人件費は０．６％

減少したものの、扶助費が１１２．３％、公債費が２３．２％、物件費が５．

０％などとそれぞれ増加しており、経常的経費は確実に増加している。このた

め、団体の財政構造の弾力性を判断するための指標である経常収支比率（臨時

財政対策債等を除く。）は、平成１９年度の８１．６％に対し平成２４年度には

８８．４％と上昇し、県内の類似団体との比較では若干下回っているものの妥

当な水準とされる７５％から８０％を超えている。さらに、昭和５８年度以来、

普通交付税の不交付団体であったが、平成２３年度から交付団体となるなど、
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財政構造の硬直化が進んでいることから、引き続き経常経費の抑制に留意しな

ければならない。 

 

予算編成の考え方 

 平成２６年度は、日進市が誕生して２０年目の節目の年となることから、こ

れを記念し、更なる飛躍を願い様々な記念事業を行うこととする。 

また、第５次日進市総合計画に掲げる市の将来都市像「いつまでも暮らしや

すい みどりの住環境都市」の実現に向けて「子育て関連事業」、「健康長寿関

連事業」及び「安全安心関連事業」などの重点プロジェクトについて、最優先

で取り組む必要がある。 

加えて、第４次実施計画に掲げる様々な事業についても着実に実施して行か

なければならない。 

しかし、歳入では景気は回復基調にあるものの、大幅な税収増に繋がるよう

な実体経済の動きは見えていない。また、近年は、人口増加に比例した税収の

伸びが必ずしも期待できる状況ではなく、財政調整基金の取崩しや臨時財政対

策債の借入れに頼る状況が続いていることから、国・県補助金等を積極的に獲

得し、市税等の収入未済額の削減や財産収入、広告料収入等の増収のための方

策を取るなど財源の創出に努める必要がある。 

 また、歳出では限られた財源を有効に活用するため、経営改革プランや施策・

事務事業評価及び外部評価結果による事務事業の効率化や経費削減に継続して

取り組み、選択と集中により徹底した事業の見直しを行うこととする。このた

め、職員一人ひとりが問題意識を持ち、創意工夫と努力によって費用対効果を

高めるよう努力しなければならない。  

 なお、予算編成にあたっては精度の高い予算精査を行い、過大な歳入見込み

を避けるとともに、歳出で多額の不用額が生じないよう留意することとする。 

 

予算規模と歳入見込み 

 平成２６年度一般会計当初予算の規模は、約２２４億４千万円（平成２５年

度当初予算は２１９億１千万円）と見込んだ。このうち歳入一般財源は、市税

１３７億円、各種交付金等２５億１千万円、財政調整基金等繰入金３億円、臨

時財政対策債５億円の計１７０億１千万円、特定財源（分担金及び負担金、使

用料及び手数料、国・県支出金、財産収入、諸収入及び市債）は５４億３千万

円と見込んでいる。 

 歳入予算の見込みは、消費税増税による経済対策など今後の国・県の動向に

よって大幅に変動する可能性もあり、一般財源の額の大幅な見直しが必要にな

る場合もあることも念頭におく。また、国・県支出金については、積極的に要
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望していくが、大幅な事務量の増加や将来一般財源による負担の増大が見込ま

れるような事業は安易に実施しないこととする。 

 

予算編成方式 

 厳しい財政状況を背景に各部局の自主性を高めながら、限りある財源を効率

的に配分するため、平成２１年度予算編成から枠配分方式を導入した。 

 平成２５年度までの５年間で、行政サービスのニーズを把握している所管課

職員による積算内容の精査が進み、事業実施部局の視点に立った効率的・効果

的な財源配分が行われるとともに、無駄な経費が削ぎ落とされ、経常的な経費

は必要最小限まで削減することができた。また、それぞれの部長がマネジメン

ト機能を発揮し、部内での議論が活発化するなど効果があった。 

 しかしながら、枠配分により事業の固定化を招く傾向もあることから、これ

までの枠配分で精査された前年度予算をベースとしつつ、予算内容についての

大胆な発想による見直しを期待して、平成２６年度予算編成では「一件査定方

式」により、一から事業を検証し編成するものとする。 

 なお、歳入予算の多くは与えられるものではなく、厳しい経済情勢の中、納

税者から納められた税により支えられているものであることを深く認識したう

えで、歳出予算の要求にあたっては１円たりとも無駄のないよう市民サービス

の維持向上に充てていく必要がある。 

そこで、予算編成にあたっては、前例の踏襲ではなく、行政評価での評価を

踏まえ、最少の経費で最大の効果があげられるよう、実施方法や事業内容の見

直しを行い、効率的・効果的な財源配分となるよう次の点に留意することとす

る。 

 

（１） 義務的経費等（人件費、扶助費、公債費、特別会計繰出金、一部事務組 

合負担金）については、所要の額を要求する。ただし、聖域を設けること

なく、制度の根幹にまで踏み込んだ抜本的な見直しを行うなど出来る限り

歳出の抑制に努めること。 

（２） 第４次実施計画において承認された事業の対象経費については、査定金

額を上限とする。 

（３） その他、裁量的経費については、従来の計上方法に固執することなく原

則として消費税分を除き前年度予算額の範囲内（ゼロシーリング）で所要

額を見積もること。 


